
 

宇部市中心市街地建物リノベーション事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、中心市街地の空き物件の再生に必要な改修に要する経費に対

し、予算の範囲内において宇部市中心市街地建物リノベーション事業補助金（以

下「補助金」という。）を交付することにより、空き物件の有効利用を通して、

中心市街地に必要な商業機能などの都市機能の誘導・維持を図り、にぎわいの創

出を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

⑴ 中心市街地 別図１に定める範囲 

⑵ 重点地区 別図１に定める範囲 

⑶ その他対象地区 別図１に定める範囲 

⑷ 空き物件 補助金の交付申請時において、概ね１か月以上使用されていない 

建物の全部又は一部 

⑸ リノベーション 建物を改修工事等により再生すること 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、別表１に定

める業種とし、複数の事業の申請を認めるものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第４条 補助金の交付の条件は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 所有する空き物件で事業を行うこと又は空き物件を借り受けて事業を行う

こと。ただし、物件を借り受けて事業を行う者は、貸主と同一世帯又は生計

を一にする者、貸主の配偶者又は１親等の血族及び姻族でないこととする。 

⑵ 原則３年以上、申請した内容に基づき事業を継続すること 

⑶ 週５日以上かつ午前１０時から午後６時までの時間帯に４時間以上の営業

を行うこと 

⑷ 市内業者が改修工事等を行うこと 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる各号のいずれかに該当する場合は、補助 

対象としない。 

⑴ リノベーション後、譲渡等や当該補助金の対象地区内での既存店舗機能の移

転等を目的とする場合 

⑵ 国、県その他の公的機関又は本市から、第 7 条に規定する補助対象経費部分

について、別途補助金等の支援を受ける（又は受ける予定がある）場合 

⑶ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条に規定する事業を営む施設として活用する場合 

⑷ 倉庫のみとして利用する場合 

⑸ 宗教的施設として活用する場合 

 



（補助対象者） 

第５条 補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる条件をすべて満たさなければ 

ならない。 

⑴ 市税の滞納がないこと 

⑵ 賃貸借物件にあっては、物件をリノベーションすることについて貸主の同意 

を得ていること 

⑶ 転貸借物件にあっては、物件をリノベーションすることについて貸主及び転 

貸人の同意を得ていること 

⑷ 補助金の交付決定通知書を受ける前に改修工事等を開始しないこと 

⑸ 補助金を申請した年度内にリノベーションを完成させ、事業を開始できるこ 

  と 

⑹ 宇部市暴力団排除条例（平成２３年宇部市条例第１９号）第２条第１号に規 

定する暴力団及び同条第２号に規定する暴力団員並びに暴力団員密接関係 

者でないこと 

 

（補助金の種類） 

第６条 補助金の種類は、次に掲げるとおりとする。ただし、賃借料補助金のみの

申請はできないものとする。 

⑴ 改修費補助金  

⑵ 賃借料補助金  

 

（補助対象経費、補助金額等） 

第７条 補助金の対象となる経費、補助金額等は、別表２に定めるとおりとする。

ただし、補助金額に千円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

２ 前項に定める賃借料補助金は、年度単位で精算する。 

 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、交付申

請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書（様式第２号） 

⑵ 建物の位置図 

⑶ 建物の登記事項証明書（全部事項）（発行日が３か月以内のもの）又は登記

事項証明書に代わる所有が確認できる書類 

⑷ 工事費等の見積書（２者以上）の写し。ただし、２０万円以下の見積書は１

者のみでよい。 

⑸ 建物平面図（工事の施工内容が分かるもの） 

⑹ 工事前の写真 

⑺ 市税の「滞納が無いことを証する証明」（納税証明書の原本）（発行日が１

か月以内のもの） 

⑻ 履歴事項全部証明書又は住民票（発行日が３か月以内のもの） 

⑼ 誓約書（様式第１７号） 

⑽ 決算書等（法人の場合） 



⑾ 確定申告書等（個人の場合） 

⑿ その他市長が必要と認める書類 

 

（交付申請の取下げ） 

第９条 申請者は、次条第１項に規定する審査の前までに交付申請を取下げるとき

は、交付申請取下げ届出書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第１０条 市長は、第８条の規定による申請があったときは、第２４条に規定する

審査会で審査を行い、適当と認めるときは補助金の交付を決定する。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定した者に対しては、交付決定通

知書（様式第４号の１）を交付し、また、不交付を決定した者に対しては、不交

付決定通知書（様式第４号の２）を交付する。 

３ 前項の規定による交付決定通知書を受けた者（以下、「補助事業者」という。）

は、直ちに賃貸借契約書の写し又は転貸借契約書の写し、及び同意書（賃貸借物

件の場合は様式第１８号、転貸借物件の場合は様式第１９号）を市長に提出しな

ければならない。 

 

（交付申請内容の変更） 

第１１条 補助事業者は、第８条の規定により申請した内容に変更が生じたときは、

交付変更申請書（様式第５号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、変更の範囲は、第７条で規定した補助対象経費に係る軽微

な工事又は賃借料とする。 

⑴ 工事費等の見積書の写し 

⑵ 建物平面図（工事の施工内容が分かるもの） 

⑶ 工事前の写真 

⑷ 賃貸借契約書又は転貸借契約書の写し 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定に基づく変更申請があったときは、その内容を審査し、適

当と認めるときは、交付変更決定通知書（様式第６号）を補助事業者に交付する。 

 

（改修工事等の中止） 

第１２条 補助事業者は、改修工事等を中止しようとするときは、改修工事中止届

出書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、改修に要する経費の支払い完了後、３０日以内又は３月

３１日のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式第８号）に、次に掲げる書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 建物平面図（工事の施工内容が分かるもの） 

⑵ 工事費等の領収書の写し 

⑶ 工事後の写真 

⑷ 事業開始が確認できるもの（チラシ等） 

⑸ 建築基準法に基づく検査済証の写し（建物改修にあたり必要な場合） 

⑹ 景観計画に基づく適合通知書の写し（建物改修にあたり必要な場合） 



⑺ その他市長が必要と認める書類 

２ 賃借料については、年度単位で精算する。なお、年度を越えたものは、当該年

度に請求するものとし、支払い完了後、３０日以内に実績報告書（様式第８号）

に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴賃借料に係る領収書又は支払を証明する書類の写し 

 

（完了検査） 

第１４条 市長は、前条第１項に規定する実績報告書が提出されたときは、当該書

面をもって改修工事等の検査を行うものとする。また、この場合において、市長

は、必要があると認めるときは、補助事業者等に 報告を求め、現地検査を行う

ことができる。 

 

（補助金の額の確定） 

第１５条 市長は、前条の検査の結果、実施された改修工事等の内容を適当と認め

るときは、補助金の交付額を確定し、交付確定通知書（様式第９号）を補助事業

者に交付する。 

 

（補助金の請求） 

第１６条 前条の規定により交付確定通知書を受けた補助事業者が補助金の支払

を受けようとするときは、速やかに交付請求書（様式第１０号）を市長に提出し

なければならない。 

 

（補助金の交付） 

第１７条 市長は、前条の規定により適正な請求を受けたときは、速やかに補助事

業者に対し、補助金を交付する。 

 

（事業の休止）  

第１８条 補助事業者は、事業開始日から起算して３６か月が経過する日までに、

１か月以上継続して事業を休止しようとするときは、速やかに事業休止届（様式

第１１号）を市長に提出しなければならない。ただし、３か月を超えて事業を休

止することはできない。 

２ 市長は、前項の規定による事業休止届の提出があった場合は、その内容を審査

し、適当と認めるときは、承認通知書（様式第１２号）により補助事業者に交付

するものとする。  

３ 第４条第１項第２号に規定する期間に、第１項の規定による事業休止期間は含

まないものとする。 

 

（事業の再開） 

第１９条 前条第２項の規定により承認通知書を受けた補助事業者が、事業を再開

しようとするときは、速やかに事業再開届出書（様式第１３号）を市長に提出し

なければならない。 

 

（事業の廃止） 

第２０条 補助事業者は、事業開始日から起算して３６か月が経過する日までに、

事業を廃止する場合は、速やかに事業廃止届出書（様式第１４号）を市長に提出

しなければならない。 



 

（補助金の交付決定の取消し） 

第２１条 市長は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、交付決

定の全部若しくは一部を取り消すことができる 

⑴ この要綱に違反したとき 

⑵ 虚偽の申請その他不正行為により、補助金の交付決定又は交付を受けたと 

 き 

⑶ 法令に違反したとき 

⑷ 前各号に規定するもののほか、市長が相当と認める事由があるとき 

２ 前項第１号の規定は、天変地異等により補助対象者がやむを得ず第４条第１項

第２号及び第３号の規定を満たさなくなった場合において市長が特に認めると

きは、この限りではない。 

３ 市長は、第１項の規定により交付決定を取り消したときは、交付決定取消通知

書（様式第１５号）を補助事業者に交付する。 

 

（補助金の返還） 

第２２条 市長は、前条第１項の規定により交付決定を取り消した場合において、

既に補助金を交付しているときは、補助事業者に対し、期限を定めて返還命令書

（様式第１６号）により、交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずる。 

２ 前項の規定により交付した補助金の一部の返還を命ずるときは、別表３の計算

式により返還額を決定する。 

３ 補助事業者は、第１項の規定により、補助金の返還命令を受けたときは、指定

された期日までに補助金を返還しなければならない。 

 

（実施状況報告） 

第２３条 補助事業者は、事業開始日から起算して３６か月経過するまでの間、原

則３か月ごとに実施状況報告書（様式第２０号）を市長に提出しなければならな

い。 

２ 第２１条第２項の規定による交付決定の取り消しの通知を受けた補助事業者

は、前項の規定に関わらず、速やかに取り消しの事由が生じた日までの事業実施

状況報告書を速やかに市長に提出しなければならない。なお、その後の期間につ

いては、提出は不要とする。 

３ 市長は、提出された事業実施報告書の内容を基に、必要に応じ当該物件の現地

確認を行うことができる。 

４ 第１８条第１項の規定により届出のあった事業休止期間は、第１項に規定する

期間に含まないものとする。 

 

（審査会） 

第２４条 市長は補助金の申請について審査をするため、宇部市中心市街地建物リ

ノベーション事業補助金審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会は、委員５人をもって組織する。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱、又は任命する。 



⑴ 宇部市商工会議所の職員 

⑵ まちづくり関係者 

⑶ 中小企業診断協会の会員 

⑷ 宇部市職員（２人） 

４ 審査会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

５ 会長は、審査会を代表し、会務を総理し、会長が不在の場合は、出席委員で協

議の上、代理者を決める。 

６ 審査会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

７ 会議は、委員の半数が出席しなければ、開くことができない。 

８ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者を出席させ、意見又

は説明を聴くことができる。 

９ 委員の任期は、委嘱の日の属する年度の末日までとする。 

10 委員に欠員が生じた場合には、新たな委員を任命又は委嘱することができる。

ただし、その委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

11 審査会の事務局は、中心市街地活性化推進課内に置く。 

 

（法令の遵守） 

第２５条 改修工事等は関連する法令を遵守した内容であること。 

 

（その他） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年５月１日から施行する。 

２ 市は、この要綱の施行後３年以内に、補助金交付の必要性等の検討を行い、必

要があると認めるときは、その結果に基づき所要の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年５月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ なお、平成３０年３月３１日までに申請があった者については従前の例による。 

 

附 則 



この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



 

【別図１】（第２条関係） 

 



【別表１】（第３条第１項関係） 

補助対象事業となる業種 例 

宿泊・飲食・商業施設 各種飲食店、各種小売店など 

生活関連サービス店 理美容店、公衆浴場、娯楽業など 

医療福祉施設 病院、診療所、介護施設など 

子育て支援施設 保育所、児童養護施設など 

教育・学習施設 学習塾、図書館など 

事務所・オフィス 各種事務所、オフィスなど 

※小売業・飲食サービス業・生活関連サービス業・娯楽業など来街機会の創出に寄与し集客

が見込まれるもの 

※医療、福祉、子育て、教育関係の施設として使用するもの 

※事務所・オフィスとして使用するもの 

 

【別表２】（第７条第１項関係） 

補助金の種類 補助対象経費 補助率 上限額 補助期間 

改修費 

補助金 

重点地区 

外装工事費、内装工事費、給排

水衛生設備工事費、空調設備工

事費、サイン工事費、電気・照

明工事費及び設計費（改修工事

に係る工事監理費・設計費、事

業運営に係る事業計画作成費） 

ただし、外構工事費（外構部分

に施工するサイン工事費を含

む。）、什器・備品購入費、消費

税及び地方消費税を除く。 

１/２ ２００万円 

初年度のみ

１回 

その他対象

地区 
１/２ １５０万円 

賃借料 

補助金 

重点地区 
賃借料（消費税、共益費、手数

料等を除く。） 
１/２ 

５万円／月 

（合計５０

万円まで） 

事業を開始

した月から

起算して最

大１２か月 
その他対象

地区 

 

【別表３】（第２２条第２項関係） 

返還額の計算式 補助金交付額÷３６×（３６月－（営業を開始した日から営業内容の変更等

実施した日までの数））（月数に端数が生じたときは、これを切り捨てる。） 

算出した額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 

 

 

 

 

 

 


